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メガ・イベントによる社会関係資本の蓄積過程 : 
洞爺湖サミットに向けての取り組みを通して
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鶉翻鰄|請鰯｜・笹剛蝋”
鍵立ち話程度厘あいさつ程度回生活面で協力鍵立
サミットにより地位活性ｲﾋしたという回答の割合(％）図４
図４はサミットによる地域活`性化について示した結果である。イベントと清
掃美化等ともに参加者の方が地域活性化したという回答が多い。また、住民の
つきあいが密接であるほど、地域活性化に肯定的である。個人における経験と
は異なり、地域社会にかかわる評価に対しては既存の住民間の社会関係資本が
影響を及ぼすのである。もっとも、あいさつ程度のつきあいではあるがサミッ
トへの取り組みに参加した人々の方が、生活面で協力している不参加者よりも
地域の活性化を肯定する人々が多い。つまり、実際の参加がもたらす効果の方
がより大きいといえる。実際にサミットへの取り組みに参加した人には、地域
社会における市民参加のチャンスと映ったようである。
６１ 
Hosei University Repository
4．結語に代えて
本稿では、洞爺湖サミットという外部からのメガ・イベントが地域社会にど
のような影響をもたらしたのかについて、主として質問紙調査の結果をもとに
考察してきた。一連の分析を通して、地域社会におけるボンディング型の社会
関係資本がサミットへの取り組みに対する参加を促したこと、そして、参加者
ほどサミットによる地域活性化を高く評価していることが明らかとなった。つ
まり、地域移動が少なく住民間関係が固定的な洞爺湖周辺地域においては、地
域社会に蓄積されてきた社会関係資本の存在がメガ・イベントの実施において
も有効に機能したといえる。このような地域における社会関係資本の背景には、
噴火による被災に際して相互協力した経験があるものと考えられる。
しかしながら、サンプルの少なさという留保がつくものの、住民のつきあい
があまり活発ではない人々でもサミットへの取り組みに参加するほど高い評価
を示している。ここから、サミットが既存のネットワークに十分に組み込まれ
ていない新たな人々をリクルートする契機となった可能性を指摘できる。実際
に、現地での聞き取り調査の結果をふまえると、サミット時の花いっぱい運動
がその後の継続しており、まち美化ボランティアに発展したという例もみられ
る'7)。このボランティア活動は必ずしもこれまで町内会活動などに積極的だっ
た人々ばかりではない。
このように、洞爺湖周辺地域においては噴火およびサミットという外在的な
事件やイベントを契機として、新たな人材を取り込みつつ社会関係資本を蓄積
させていく過程をみてとることができる。経済効果やインフラ整備という点で
は、地域社会にとって十分ではなかったといえる今回のサミットであったが、
本稿での結果からは、市民活動や地域活動の契機となりうる可能性をみてとる
ことができる。
もっとも、このような社会関係資本の蓄積過程を捉えるには、さらに長い視
野で観察を続けていく必要があるだろう。はたしてサミットは地域社会の活性
化の契機といえるものだったのだろうか、それとも一時的な現象に過ぎないの
だろうか。今後の地域社会の変動とともに住民間の関係や市民活動や地域活動
はどのように変容していくのだろうか。本稿の結果は、こうした課題に取り組
む端緒として地域住民の実態を記録したものである。
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註
1） 一方、サミットに対して、反ネオリベラリズムや反グローバリズムを標傍する市民団体
は、海外からのアクテイビストとともに札幌市や洞爺湖周辺地域で抗議活動を行った。
第一に、2008年７月５日の午後に、北海道の県庁所在地である札幌市の都心部で｢チャレ
ンジ・ザ・Ｇ８サミット１万人のピースウオーク(札幌)｣が開催された。参加者は、警察発
表で3500人であり、ピースウオークの隊列には、日本国内の市民団体、反Ｇ８系／外国人
アクテイビスト、労働組合などが加わった。また、洞爺湖周辺でキャンプを行い、そこに集っ
た参加者がデモを行った。豊浦町では約170名の参加者があったデモが２回(７月７日、８日)、
壮瞥町では約60名の参加者が２回(７月８日、９日)開かれた。社会運動論や市民社会論の
観点からは、こうした反グローバル運動の展開過程も興味深いものであり、我々のプロジェ
クトでも調査を行ってきた。しかし、これについては稿を改めて論じることとする。
町村(2005)によれば、メガ・イベントは膨大な財政負担や環境破壊のために－度は魅力
を失ったのだが、グローバルな市場主義がひろがった1990年以降、都市間競争の激化や
シテイセールスの協調などによって再び激しい誘致競争の対象となっている。
愛知万博の計画過程を詳細に調査し、記録した町村･吉見編(2005)は貴重な例外だとい
える。また､2002年ワールドカップの影響を分析したものに、松村編(2003)、佐藤･西原(2003）
や西原･佐藤(2004)がある。
この他の観点として、例えば、地域社会における観光需要や経済効果の精繊な検証など
が考えられる。
ただし、ワールドカップ新潟開催の住民に対する影響を分析した佐藤・西原(2003)、西原・
佐藤(2004)では、ワールドカップ後にも大規模イベントに対するボランティアの関心は
持続するものの、日常的なボランティアとは切り離されていることが指摘されている。
後述の調査からは、回答者のうち、生まれてからずっとこの地域に住んでいる人々が
40.7％であり、３０年以上住んでいる人々が25.3％である。
洞爺湖町自治会連合会会長からの聞き取り(2009年９月)。
洞爺湖温泉観光協会からの聞き取り(2009年９月)。
洞爺湖町サミット担当者からの聞き取り(2008年９月)。
ちなみに、北海道二十一世紀総合研究所による試算では、2007年４月から2008年７月ま
での洞爺湖サミットの報道を通したＰＲ効果は1,013億円である(北海道二十一世紀総合
研究所2008)。
洞爺湖町サミット担当者、壮瞥町サミット担当者ほか複数からの聞き取り(2008年8,9月)。
洞爺湖温泉観光協会からの聞き取り(2009年９月)。
壮瞥町サミット担当者からの聞き取り(2008年８月)。
山本ほか(2009)では、この調査の単純集計結果をまとめた報告がなされている。
それぞれの町で別々にサンプリングしたものを結合して分析することは、サンプリング
理論上、望ましい方法ではない。しかし、３町の町民の属性に大きな相違はみられない
ことから接合して分析を行うこととする。
団体所属は、「積極的に活動」「ある程度活動」「加入しているがあまり活動していない」
｢加入していない」という４件尺度で質問しているが、そのうちの｢ある程度活動｣以上の
割合を示している。
洞爺湖町商工会議所からの聞き取り(2009年９月)。
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